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これまでの経緯
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 東北経済産業局では、「東北地方産業競争力協議会」の提言（2014年4月）を受け、企業支援のコー
ディネーターやアドバイザーの「ネットワーク化」、「広域的活用を進めるための仕掛け作り」を目的に、「東北支援
人材サミット」を開催（2016年度まで）。

 2015年度のサミットにおいて「問題を抱えたまま、誰にも相談できずにいる企業群が存在。支援を必要としてい
る企業をスタートラインに立たせることの重要性。」が指摘され、これを受け、2016年、「支援を必要とする企業
をどのように発掘すればよいのか」をテーマにした調査事業（ステップゼロからの支援プロジェクト）を実施。この
事業において、支援を受ける前の（ステップゼロ）企業から経営課題を引き出すツールとして、ローカルベンチ
マークを活用。

 2017年以降は、「中小企業・小規模事業者人材確保・支援事業」において、専門家によるハンズオン支援の
際に、「知的資産経営やロカベンを使った経営ビジョンの明確化」を行っている。

 2018年5月、中小企業診断士の及川 朗 氏を発起人とし、有志による「知的資産経営研究会in東北」が発
足。仙台支部では、毎月１回、勉強会（例会）を開催。

 2019年度は、「知的資産経営等普及事業（東北地域におけるローカルベンチマーク活用促進に向けた現
状・課題の調査）」を実施。

 2020年度は、前年度の課題を踏まえローカルベンチマークの更なる普及を図るためのコンテンツ（PR動画、紹
介チラシ）を作成。

 広報・普及イベントとして、東北財務局と連携し、支援機関向けセミナー（知的資産経営week）を開催
（2018～2020年）。
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大林製菓(株)
代表取締役 大林 学 氏

・当社は、餅食文化のまちであり、餅の聖地でもある一関・平泉に店
舗を構える創業90余年の「お餅屋さん」。

・ロカベンを活用し自社分析を行ったところ、自社の課題が見えました。
「全く営業活動をしていなかった」という、こんな根本的なことさえ気づ
いてなかったことに、大変驚きました。

・これを契機に、営業活動を展開し、商品のブランディングにも努めた
結果、JALのファーストクラスの機内食に採用されました。

■自社分析を受け、ECサイトを構築

2020年度成果報告セミナーより

■R3年4月からJAL国内線ファーストクラスの機内食
として提供されている「amazon cacao mochi」

2019年度 知的資産経営等普及事業（モデル事業）

・企業名： 大林製菓株式会社
・所在地： 岩手県一関市山目町7-12
・資本金： 500万円 ・従業員数： 14名
・創 業： 1926年
・事業内容： 餅や団子など、主に米を加工した商品を製
造し、地元スーパーや産直、飲食店等へ販売している。近
年では、市内研究機関である岩手県南技術研究センター
と共同で、新しい餅商品の研究・開発を行うほか、OEM に
よる商品開発・販売にも取り組んでいる。









【開催日時】 2021年2月10日（水）
【主催】 東北経済産業局
【共催】 東北財務局 他
【内容】
第１部 基調講演
中小企業と地域支援機関の「共通価値の創造」に向けて
講師：金融庁 参与 森 俊彦 氏

第２部 実践事例紹介
「大林製菓株式会社によるロカベン活用事例」
講師：大林製菓株式会社 代表取締役 大林 学 氏

一関商工会議所 経営支援課 菅原 恒 氏
中小企業診断士 鯨井 文太郎 氏

【参加者】
151名（うち東北地域 76名）

※参加者内訳
企業 52名、 金融機関 38名、 支援機関 19名
士業・コンサル 29名、その他 13名

2020年度 知的資産経営等普及事業
③「成果報告セミナーの開催」
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